
（様式３）
技術提案書の作成説明書
１　業務の概要
(1) 業務の目的

　(2)　業務内容     
　　ア　検討項目【注：検討項目毎に内容、ケース数及び条件等を記載する。】
イ　本業業務おいて技術提案を求めるテーマ【技術提案を求めるテーマが必要な場合１～３題程度明示する。】
　　　(ｱ)
　　　(ｲ)
　　　(ｳ)
(3)　履行期間
　　　　履行期間：平成○年○月上旬～平成○年○月○日（予定）

(4)　業務実施上の条件
　　ア　予定技術者に対する要件
　　　(ｱ)　技術者資格
    　(ｲ)　同種又は類似業務の実績（同種、類似業務の定義をすること。）
    　(ｳ)　手持業務量
    イ　現地調査
　　ウ　業務打ち合わせ回数
　　エ　照査

    オ　資料の貸与
    カ　その他

　(5)　成果品
　　ア　報告書（Ａ４判）　　　　　　○部
　　イ　イメージパース　　　　　　　○枚
　　ウ　添付図面（Ａ１判）　　　　　○枚×○部
　　　　添付図面の内訳：　平面図　○枚、横断図　○枚、標準断面図　○枚
　　　　　　　　　　　　　構造詳細図　○枚
　　エ　原図　　　　　　　　　　　　１式
　　オ　電子媒体（ＦＤ、ＣＤ－Ｒ等）１式
　　　　【注：業務内容により適宜設定する。】

　(6)　その他
　　　　特記仕様書等
２　技術提案書の作成及び記載上の留意事項
　(1)　技術提案書作成上の基本事項
ア　プロポーザルは、具体的な取組方法について提案を求めるものであり、成果の一部の提出を求めるものではない。
イ　要請した事項以外の内容を含む技術提案書については、無効とする場合がある。

　(2)　技術提案書の作成方法
　　　　技術提案書の様式は、様式４に示されるとおりとする。

　(3)　技術提案書の内容に関する留意事項
　　ア　業務実施体制
　　イ　予定技術者の経歴等
　　ウ　予定技術者の過去○年間の同種又は類似業務実績
　　エ　実施方針・実施フロー・工程表
　　オ　特定テーマに対する技術提案　 【注：業務内容により適宜設定する。】
　　カ　参考見積
　　キ　その他
　(4)　業務量の目安
　　　　本業務の参考業務規模は、○○万円程度を想定している。
【注：参考業務規模は、100万円単位以上かつ有効数字２桁以下の概数を示すこと。また、「○○万円～○○万円程度」のように、範囲を示しても良い。範囲を示す場合には上限額の１～２割程度の幅とすること。】

(5)　技術提案書の無効
提出書類について、この書面及び別添の書式に示された条件に適合しない場合は無効とすることがある。

  ※ 【注：既存資料の閲覧を認める場合のみに記述する。】
　(6)　既存資料の閲覧
　　　　技術提案書の作成にあたり、以下の資料を閲覧することができる。
ア　資料名：○○業務報告書
イ　閲覧場所：佐賀県○○部○○課
ウ　閲覧期間：技術提案書提出選定通知書の送付の翌日から技術提案書の提出期限の前日までの毎日（佐賀県の休日に関する条例（平成元年佐賀県条例第29号）第１条に規定する県の休日（以下「休日」という。）を除く。）○時から○時まで
３　技術提案書等の提出方法、受付期間及び受付場所
　(1)　技術提案書提出意思表明書
　　ア　提出方法
持参又は郵送（電子入札の場合は佐賀県電子入札システムに登録）により

提出するものとする。
イ　受付期間

平成○年○月○日から平成○年○月○日まで（休日を除く。）

電子入札の場合は、上記受付期間の９時から17時まで（最終日にあっては９時から16時まで）、佐賀県電子入札システムにて受付ける。
(2)　意思表明時の提出資料

　　ア　提出方法

　提出資料は、次の期間、次の受付場所に、書面で提出する。

　　イ　受付期間

　　　　平成○年○月○日（　）から平成○年○月○日（　）まで（休日を除く。）の９時から16時まで

　　
ウ　受付場所

○○事務所　　総務課　（佐賀県○○市○○町○○　）
　　電話番号　　○○－○○○○
メールアドレス　○○○@pref.saga.lg.jp

(3)　技術提案書提出者の参加要件の確認

提出資料を審査し、選定業者としての参加要件を確認し（電子入札の場合は佐賀県電子入札システムにより）通知する。
本業務の技術提案書を提出できるのは、技術提案書提出選定通知を受けた者に限る。
なお、選定した業者がいなかった場合は、この案件を中止する。
(4)　技術提案書
　　ア　提出方法

持参又は郵送（電子入札の場合は佐賀県電子入札システムに登録）により　　提出するものとする。
　　イ　受付期間

平成○年○月○日から平成○年○月○日まで（休日を除く。）
電子入札の場合は、上記受付期間の９時から17時まで（最終日にあっては９時から16時まで）、佐賀県電子入札システムにて受付ける。

　　ウ　その他

　　　　要求した内容以外の書類、図面等については受理しない。
４　公告の内容についての質問の受付け及び回答
　(1)　質問の受付け
文書（様式任意、ただし、規格はＡ４判）により行うものとし、持参、又は電子メールのいずれかの方法で受付ける。ただし、電子メールの場合は、着信を確認すること。
なお、文書には回答を受ける担当窓口の部署、氏名、電話及びＦＡＸ番号、電子メールアドレスを併記するものとする。
　　　ア　質問の受付担当課：　３の受付場所に同じ。
　　　イ　質問の受付期間　：　平成○年○月○日（○）○時から
　　　　　　　　　　　　　　　平成○年○月○日（○）○時まで
　　　【注：公告の翌日から、概ね１週間以内とすること。】
　(2)　質問に対する回答
質問を受理した日から５日以内（休日及び８月13日から8月15日までの期間を含まない。）に、質問のあった者に対しては直接書面または電子メールで回答し、同時に佐賀県庁ホームページ又は佐賀県電子入札システム上で閲覧に供する。
５　選定業者を特定するための技術提案書の評価基準
(1)　配置予定技術者及び技術提案内容の評価項目
ア　配置予定技術者（管理技術者、担当技術者及び照査技術者）の資格要件、専門技術力、専任性等
イ　実施方針・実施フロー・工程表等
ウ　特定テーマに対する技術提案　　 【注：業務内容により適宜設定する。】
(2)　評価は各評価項目における判断基準に基づき評価のウエートを付ける。
　(3)　管理技術者における標準評価項目で「技術者資格及びその専門分野の内容」、「同種又は類似業務の実績の内容」又は「手持業務の契約金額及び件数」のいず　れかがＣ評価及び参考見積価格と参考業務規模が著しく乖離しており、ヒアリングの結果、業務実施方針等の妥当性を確認することができない技術提案書を提出した選定業者は、特定しない。
(4)　原則として最高の評価点の技術提案書を提出した選定業者を契約予定者として特定することとする。
 　　ただし、技術提案書が最高の評価点であっても、上記(3)の他、「技術者評価基準」と「提案内容評価基準」のいずれかにおいて、評価の合計が満点の６割未満の場合は、当該技術提案書を提出した選定業者を契約予定者として特定しないこととする。
　　 なお、評価の合計点の最高得点者が複数者いる場合は、下記の①から④の順
で１者を特定するものとする。（②以下はその上位項目が同点の場合に適用）
1 提案内容評価基準の合計得点が高いもの
2 配置予定技術者の専門技術能力（優良表彰）が高いもの

3 配置予定技術者の公告日における手持ち業務量（受注金額の合計）が少な

いもの

4 配置予定技術者の公告日における手持ち業務量（受注件数）が少ないもの

契約予定者として特定された選定業者に対しては、特定された旨を（電子入札の場合は佐賀県電子入札システムにより）通知する。
　　　なお、契約予定者として特定する選定業者がいない場合は、非特定通知書により通知を行った上で、当該案件は中止する。
※ 【注：ヒアリングを実施する場合のみに記述する。】
６　技術提案書に関するヒアリング
　(1)　実施場所、日時及び出席者
ア　実施場所：  佐賀県○○部○○課
イ　実施日時：　平成○年○月○日から平成○年○月○日
ウ　ヒアリングの日時は協議の上、決定する。
エ  出 席 者：　管理技術者（又は担当技術者）
　　　　　 　【注：担当技術者を認める場合には、追記する。】
なお、原則として代理者の出席及び指定されたもの以外の者の出席は認めない。
　(2)　ヒアリング項目
ア　管理技術者（又は担当技術者）の経歴について
イ　管理技術者（又は担当技術者）の業務実績について
ウ　業務の実施方針、業務のフローチャート・工程計画及び特定テーマに対する取組方法等について
　(3)　ヒアリング時の追加資料は受理しない。
　(4)　ヒアリングに出席しない場合
受注意思がないものとみなし、原則として特定しない。ただし、病気、交通機関の事故等真にやむを得ない理由で出席できないと判断される場合はこの限りでないので、該当する場合はその旨を理由と共に書面（書式自由、ただし　　Ａ４判とする。）にて提出すること。
７　非特定理由に関する事項
(1)　契約予定者として特定されなかった選定業者に対しては、特定されなかった旨とその理由（非特定理由）を（電子入札の場合は佐賀県電子入札システム（非特定通知書）により）通知する。
(2)　上記(1)の通知を受けた者は、通知をした日の翌日から起算して５日以内（休日及び８月13日から8月15日までの期間を含まない。）に、書面（様式は任意）により、非特定理由について説明を求めることができる。
(3)　上記(2)の回答は、説明を求めることができる最終日の翌日から起算して５日以内（休日及び８月13日から8月15日までの期間を含まない。）に書面（様式５「非特定理由説明回答書」）により行う。
　(4)　非特定理由の説明請求の受付場所及び受付時間は以下のとおりである。
　　ア　受付場所　　３の受付場所に同じ。
　　イ　受付時間　　○時～○時まで。
８　その他の留意事項
(1)　技術提案書の作成、提出及びヒアリングに関する費用は、提出者の負担とする。
(2)　技術提案書に虚偽の記載をした場合には、提出された技術提案書を無効とするとともに、虚偽の記載をした者に対して、佐賀県建設工事等請負・委託契約に係る指名停止等の措置要領に基づく指名停止を行うことがある。
(3)　契約予定者として特定しなかった選定業者の技術提案書は、原則として提出者に返却しない。
なお、提出された技術提案書は技術提案書の特定以外に提出者に無断で使用しない。
また、契約予定者として特定された選定業者の技術提案書を公開する場合には、事前に提出者の同意を得ることとする。
(4)　技術提案書提出後において、原則として技術提案書に記載された内容の変更を認めない。また、技術提案書に記載した配置予定技術者は原則として変更できない。
　　ただし、病休、死亡、退職等のやむを得ない理由により変更を行う場合には、同等以上の技術者であるとの発注者の了解を得なければならない。
(5)　契約予定者の特定後において、その者の技術提案書の提案内容を適切に反映した特記仕様書の作成のために、業務の具体的な実施方法について提案を求めることがある。
(6)　契約予定者として特定した旨を通知されるまでは、参加を辞退することができるものとする。
また、以後の選定等において参加辞退を理由とした不利益な取扱いは行わない。

   （注）【　】を付した部分は、技術提案書提出要請書作成上の留意事項等を示した
注釈である。
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